
( 事業場No. )

・

㎡ ㎡

含有量基準・溶出量基準・第二溶出量基準

含有量基準・溶出量基準・第二溶出量基準

含有量基準・溶出量基準・第二溶出量基準

備　　考
令和5年6月2日基準不適合範囲面積変更（100.28㎡→0㎡）、令和6年9月2日追記等（訂
正契機 等）

土壌の汚染状況

報告受理年月日 特定有害物質の種類 適合しない基準項目 汚染状況調査の受託者

令和4年12月7日 六価クロム化合物 含有量基準・溶出量基準・第二溶出量基準 アジア航測(株)

含有量基準・溶出量基準・第二溶出量基準

含有量基準・溶出量基準・第二溶出量基準

当該土地が第54条第３項第１号に該当する場合は、その旨 表中１の項下欄（溶出量基準超過かつ周辺で地下水の飲用あり）に該当

当該土地が第55条第３項に該当する場合は、その旨

当該土地が土壌汚染対策法の規定に基づき要措置区域又は形質
変更時要届出区域に指定された区域を含む場合は、その旨

(調査範囲)

汚染状況調査の方法に関する特記事項

当該土地において講じられた健康被害の防止又は周辺地下水
汚染拡大の防止のための措置がある場合は、その内容

土壌汚染の除去（掘削除去）

当該土地に第122条第１項第２号の土壌がある場合は、その旨
（汚染の原因が水面埋立材に由来する場合は、その旨）

工場又は指定作業場の名称
（土地の改変に係る事業の名称）

トヨタモビリティ東京 東武練馬店
（令和４年６月30日廃止）

面積 0
 基準不適
 合範囲

1,363.44

所在地 練馬区北町一丁目407番1、407番3 （地番） 練馬区北町一丁目10番３号 （住居表示）

訂正年月日・契機 令和5年3月29日・第116条第４項、令和5年6月8日・第116条第８項、令和6年9月2日・追記等

（環境確保条例第118条の２　参考様式）

土壌汚染情報公開台帳
KJ-231-089

整理番号 １２０－０００４ 調製年月日・契機 令和4年12月19日 第116条第１項第１号

整理番号120-0004 1/2 （添付書類含まず）



有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

汚染土壌の処理方法

令和5年3月29日
令和5年5月10日 土壌汚染の除去（掘削除去）

トヨタモビリ
ティ東京(株)

有・無 浄化等処理施設
(令和5年4月19日)

土地の措置又は
改変状況

届出(着手)時期 完了時期 土地の措置又は改変の種類 実施者 土壌搬出

有・無

地下水の汚染状況
（対象地境界）

適合・地下水基準・第二地下水基準

適合・地下水基準・第二地下水基準

地下水の汚染状況

報告受理年月日 特定有害物質の種類 適合又は適合しない基準項目 汚染状況調査の受託者

令和4年12月7日 － 適合・地下水基準・第二地下水基準 アジア航測(株)

適合・地下水基準・第二地下水基準

整理番号120-0004 2/2 （添付書類含まず）



51度43分47秒

練馬区北町一丁目

407番3

407番1

起点

北

別図

筆界線

敷地境界

単位区画

要対策区域

【格子の回転角度（51度43分47秒）】

格子の回転角度は、起点を通り、東西方向及び

南北方向に引いた線並びにこれらと平行して１０ｍ間隔で

引いた線により構成されている格子を、起点を中心として、

右回りに回転させた角度を示す。

【起点】

起点は、練馬区北町一丁目407番3の最北端とする。

【凡例】
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調査対象地の周辺の地図 

対象地 

国土地理院より対象地周辺を抜粋（国土地理院「地理院地図」） 

調査対象区域位置図 
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土壌汚染状況調査（特定有害物質使用状況調査）結果報告書 

対象とする事業場の土壌汚染状況調査結果（特定有害物質使用状況調査）

は下記の通りでした。 

１． 調査実施者 

アジア航測株式会社

環境・エネルギー技術部 再生可能エネルギープロジェクト課

〒２１５－０００４ 神奈川県川崎市麻生区万福寺１－２－２

ＴＥＬ ０４４－９６７－６２６０ 

ＦＡＸ ０４４－９６５－００４０ 

環境大臣指定調査機関（指定番号２００３－３－２０８９） 

調査実施者 松本直樹（技術管理者 第００００３６４号） 

２． 有害物質取扱事業者名・業種 

事業者名：トヨタモビリティ東京株式会社 東武練馬店 

業  種：自動車整備 

事業開始：昭和３９年５月 

３． 所在地・面積 

東京都練馬区北町１－１０－３（住所）（添付図面１） 

東京都練馬区北町１－４０７－１,４０７－３（地番） 

面積：１,３６３．４４ｍ2（登記） 
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４． 特定有害物質の使用、排出等の状況 

事業者への聴き取り調査および現地踏査により使用履歴のある特定

有害物質の種類の特定を行った。また、特定有害物質の含有が確認され

た油脂類等の使用・排出状況等を次ページに示す。 

・取扱いのある油脂類の一覧を下表に示す。油脂庫で保管される油脂類

にほう素が含まるものがあった。

・車両整備においてガソリンおよびバッテリーの取扱い履歴が確認され

た。

・板金塗装においては特定有害物質を含む洗浄液の使用が認められた。

塗料への特定有害物質の含有の有無は不詳。

・その他のヒアリング回答を下表に示す。

【油脂類の取扱い一覧】 

 

 

 

 

【ヒアリング回答】 

車両整備関連施設の位置の変更の履歴 無し 

廃棄物の敷地内処理（埋設・焼却）の履歴 無し 

盛土等の履歴 無し 

PCB廃棄物の取扱い履歴 無し 

井戸の設置の有無 無し 

その他特記事項 無し 

種 類 品 名 特定有害物質の含有
ガソリンエンジンオイル SN-0W-16(08880-121**) 無し

SN-0W-20(08880-132**) 無し
SN-0W-20(08880-127**) 無し

ディーゼルエンジンオイル DL-1(08883-028**) ほう素及びその化合物
DH-2(S0410-182**） 無し

ギヤオイル ｷﾞﾔｵｲﾙｽｰﾊﾟｰ 75Wｰ90(08885-021**) 無し
MGｷﾞﾔｵｲﾙｽﾍﾟｼｬﾙⅡ(80W-140）(08885-092**) 無し

作動油 ｵｰﾄフルードD-Ⅱ(08886-003**） 無し
ｵｰﾄﾌﾙｰﾄﾞﾀｲﾌﾟT-4(08886-017**) 無し
ﾊﾟﾜｰｽﾃｱﾘﾝｸﾞﾌﾙｰﾄﾞ(08886-010**) 無し

LLC LLC(08889-012**) 無し
ｽｰﾊﾟｰLLC(08889-010**） 無し

ブレーキフルード ﾌﾞﾚｰｷﾌﾙｰﾄﾞDOT3 BF-3(08882-001**) ほう素及びその化合物
ﾌﾞﾚｰｷﾌﾙｰﾄﾞDOT5.1 BF-5(08882-00291) ほう素及びその化合物
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特定有害物質の使用、排出状況等の一覧表 

５％（BF-3）
60%（BF-5）

不詳

無し

無し

塗装⼯場内廃棄物庫に廃棄（保管）
（産業廃棄物︓業者が回収）

板⾦塗装スペース

不明〜平成17年3⽉

油脂庫

密閉できる⽸で保管

ジクロロメタン

スーパー洗浄液

77%

板⾦塗装⽤の
スプレーガンの洗浄

1回/⽉ スプレーガンの洗浄に使⽤
塗料室内にてスプレーガンを分解し
パーツ⽫に⼊れ、スーパー洗浄液を
使⽤し、ガンの洗浄。廃液はウエス
に含ませ廃棄していた

不詳 不詳

バッテリー

有害物質の種類 ほう素及びその化合物 ほう素及びその化合物 ベンゼン、鉛及びその化合物 鉛及びその化合物

有害物質の含有製品 ブレーキフルード ディーゼルオイル（DL-1） ガソリン

廃油タンクに廃棄（保管）
（産業廃棄物︓業者が回収）

有害物質の含有量 5%

廃油タンクに廃棄（保管）
（産業廃棄物︓業者が回収）

バッテリーの電極

使⽤形態

⾞検整備（初回3年、以降2年）
整備⾞両から古いフルードを
容器に抜き取り回収し、新品を
開封後、充填していた

整備⾞両から古いディーゼルオイル
を容器に抜き取り回収し、新品を
開封後、充填していた

整備⾞両からガソリンを抜き取った
場合にフューエルチェンジャー（容
器）に保管。整備後は⾞両に戻し
ていた

バッテリー交換時、古いバッテリーが
発⽣

使⽤⽤途 ブレーキフルード交換 ディーゼルオイル交換 整備⾞両からの抜き取り

無し

整備スペース

使⽤（保管）期間
平成13年9⽉〜現在
（平成13年以前の品番等は不詳
だが類似と推定）

平成13年9⽉〜現在
（平成13年以前の品番等は不詳
だが類似と推定）

平成13年9⽉〜現在
（平成13年以前の品番等は不詳
だが類似と推定）

不詳〜現在

整備スペース整備スペース整備スペース使⽤場所

産業廃棄物︓業者が回収廃棄⽅法

密閉できる⽸で保管 密閉できる⽸で保管 整備スペース内で所定の場所に保
管

保管場所 油脂庫 油脂庫 油脂庫 整備スペース

保管⽅法 密閉できる⽸で保管

無し 無し 無し

⽉間使⽤量 45L 35L ー ー

排⽔の有無 無し

漏洩・⾶散等の
事故履歴 無し 無し 無し 無し

備考
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５． 作業場の構造等 

現地踏査により作業場の構造等の把握を行った。 

・対象事業場の建物は2階建てであり、１階部分は整備スペース、油脂

庫・塗料庫、部品庫、板金塗装工場（平成１７年利用廃止）などとして

の利用であった。なお、２階部分はお客様エリアや休憩室・倉庫等とし

ての利用であった。

・整備スペースや油脂庫・塗料庫において特定有害物質を含む油脂類・

洗浄液、ガソリン、バッテリーの使用・保管が認められた。

・整備スペースで抜き取った廃油は廃油タンクで受け、壁際・架空配管

（空気圧送）にて油脂庫・塗料庫内廃油タンクに接続していた。

・建屋を除いた敷地はおおむね車路や駐車場、洗車場として利用されて

いた。
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６． 汚染のおそれの区分 

対象事業場においては油脂類に由来するほう素、ガソリンに由来する

ベンゼン、鉛、バッテリーに由来する鉛の使用の履歴が認められた。な

お、これらの使用・保管場所は１階部分整備スペースや油脂庫・塗料庫

である。 

また、板金塗装工場を併設しており、洗浄液に由来するジクロロメタ

ンの使用の履歴が認められた。特定有害物質を含む塗料等の使用は不詳

であったが、事業開始年を考慮すると、過去には特定有害物質を含む塗

料等（第一種特定有害物質・第二種特定有害物質・第三種特定有害物質

のうちPCB）が使用されていた可能性が考えられる。なお、これらの使

用・保管場所は１階部分板金塗装スペースや油脂庫・塗料庫である。

よって、対象事業場においては、第一種特定有害物質・第二種特定有

害物質・第三種特定有害物質のうちPCBの計22物質について事業由来の

土壌汚染のおそれがあると評価する。なお、施設ごとの特定有害物質の

使用等の評価については下表のとおりとする。 

【施設ごとの特定有害物質の使用等の評価】 
施設名称 使用等があると判断

した特定有害物質

理由

① 整備スペース、

油脂庫・塗料庫、

廃油配管

ベンゼン、鉛、ほう素

（汚染のおそれが比

較的多い）

整備作業としてほう素を含む油脂類、

バッテリー（鉛）、ガソリン（ベンゼ

ン、鉛）の取扱いがあるため。

② 板金・塗装工場、

油脂庫・塗料庫

第一種特定有害物質

第二種特定有害物質

PCB 
（汚染のおそれが比

較的多い）

ジクロロメタンを含む洗浄液の取扱

いがあるため。また、特定有害物質を

含む塗料等が使用されていた可能性

が考えられるため。

③ 上記以外の土地 第一種特定有害物質

第二種特定有害物質

PCB 
（汚染のおそれが少

ない）

直接的な特定有害物質の使用・保管は

ないが、上記の工場等とは独立した土

地とはいえないため。
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土壌汚染状況調査（試料採取等調査）結果報告書

対象とする土地の土壌汚染状況調査結果（試料採取等調査）は下記の通り

でした。 

１． 調査概要 

１．１ 調査対象地

土壌汚染状況調査（特定有害物質使用状況調査）結果報告書のとおり 

１．２ 調査体制 

【調査実施機関】 

アジア航測株式会社 環境・エネルギー技術部 再生可能エネルギープロジェクト課

土壌汚染対策法指定調査機関 ２００３－３－２０８９

調査実施者 松本 直樹（技術管理者 第００００３６４号） 

〒２１５－０００４ 神奈川県川崎市麻生区万福寺１－２－２ 

ＴＥＬ ０４４－９６７－６２６０ ＦＡＸ ０４４－９６５－００４０ 

【分析機関】 

株式会社ユーベック 

土壌汚染対策法指定調査機関 ２００４－３－２００９ 

計量証明事業登録（濃度） 千葉県 第５８２号 

〒２１５－０００４ 千葉県木更津市久津間６１３ 

ＴＥＬ ０４３８－４１－７８７８ ＦＡＸ ０４３８－４１－７８７６ 

１．３ 調査期間 

【現地試料採取】 

土壌ガス採取：令和４年９月２２日（ラボ分析） 

土 壌 採 取：令和４年９月２２日 

【室内分析期間】 

令和４年９月２２日 ～ 令和４年１０月５日 

１．４ 準拠法令等

「都民の健康と安全を確保する環境に関する条例」

（平成１２年１２月２２日 条例第２１５号）

「東京都土壌汚染対策指針」

（平成３１年 東京都告示第３９４号）

「土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライン（改訂第３．１版）」

（令和４年８月 環境省水・大気環境局水環境課土壌環境室）
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２． 調査方法 

２．１ 調査対象

土壌汚染状況調査（特定有害物質使用状況調査）結果に基づき、調査を実施（図２－

１、２－２参照）。

２．２ 汚染のおそれの生じた場所の位置

土壌汚染状況調査（特定有害物質使用状況調査）結果に基づき、汚染のおそれが生じ

た場所の位置は地表とした。

２．３ 調査区分図及び調査地点図 

調査対象地の最北端に起点を設け、起点を通る東西南北の線により単位（１０ｍ）区

画及び３０ｍ格子を設定した。また、単位区画の数が最少となるよう起点を支点として

右回りに 51°43′47″回転させた。さらに、全部対象区分地を含む単位区画（全部対象

区画）、一部対象区分地を含む単位区画（一部対象区画）に区分し、調査区画を設定し

た。 

調査地点は単位区画の中央を基本としたが、単位区画内に汚染のおそれが高いと認め

られる箇所がある場合は当該範囲に調査地点を設定した。 

調査地点位置図を図２－１、２－２、単位区画の情報を表２－１に示す。

表２－１ 試料採取区画の情報

単位区画 区画面積

（m2） 
調査地点の設定根拠

A1-9 94.6 汚染のおそれが最も高いと考えられる油脂庫内に設定

A2-3 100.3 汚染のおそれが最も高いと考えられる廃油配管下に設定

B1-1 108.1 汚染のおそれが最も高いと考えられる塗装工場内に設定

B1-2 118.8 機械式駐車場設備を避けて設定

B1-4 100.0 汚染のおそれが最も高いと考えられる板金工場内に設定

B1-5 100.0 単位区画の中心付近に設定

B1-7 100.0 汚染のおそれが最も高いと考えられる油脂庫内に設定

B1-8 100.0 汚染のおそれが最も高いと考えられる整備スペース内に設定

B1-9 61.5 洗車設備を避けて設定

B2-1 100.0 単位区画の中心付近に設定

B2-2 100.0 汚染のおそれが最も高いと考えられる整備スペース内に設定

B2-3 82.7 単位区画の重心付近に設定

B2-4 85.7 汚染のおそれが最も高いと考えられる整備スペース内に設定

B2-5 88.0 汚染のおそれが最も高いと考えられる整備スペース内に設定
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図２－１ ベンゼン、鉛、ほう素の調査地点図

（汚染のおそれが生じた場所の位置：地表）
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図２－２ ベンゼン、鉛、ほう素を除く第一種・第二種特定有害物質及びポリ塩化ビフ

ェニルの調査地点図（汚染のおそれが生じた場所の位置：地表）
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３． 調査結果 

３．１ 第一種特定有害物質

第一種特定有害物質の土壌ガス調査結果を表３－１に示す。

表３－１ 第一種特定有害物質の土壌ガス調査結果

　　分析項目

試料名

ｸﾛﾛ
ｴﾁﾚﾝ

四塩化
炭素

1,2-ｼﾞｸﾛﾛ
ｴﾀﾝ

1,1-ｼﾞｸﾛﾛ
ｴﾁﾚﾝ

1,2-ｼﾞｸﾛﾛ
ｴﾁﾚﾝ

1,3-ｼﾞｸﾛﾛ
ﾌﾟﾛﾍﾟﾝ

ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ
ﾃﾄﾗｸﾛﾛ
ｴﾁﾚﾝ

1,1,1-ﾄﾘｸ
ﾛﾛｴﾀﾝ

1,1,2-ﾄﾘｸ
ﾛﾛｴﾀﾝ

ﾄﾘｸﾛﾛ
ｴﾁﾚﾝ

ﾍﾞﾝｾﾞﾝ

A1-9 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出

A2-3 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出

B1-1 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出

B1-4 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出

B1-5 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出

B1-7 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出

B1-8 不検出

B2-1 不検出

B2-2 不検出

B2-4 不検出

B2-5 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出

定量下限値 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.05

注2）不検出は定量下限値未満（0.1volppm未満、ベンゼンのみ0.05volppm未満）を示す。

注1）測定の方法は平成15年環境省告示16号に定められる方法の内、ポータブルGC-PIDおよびGC-DELCD法
   により実施。

（単位：volppm)
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３．２ 第二種・第三種特定有害物質

第二種・第三種特定有害物質の土壌溶出量調査結果を表３－２、第二種特定有害物質

の土壌含有量調査結果を表３－３に示す。

表３－２ 第二種・第三種特定有害物質の土壌溶出量調査結果

第三種

　分析項目

試料名

 カドミウ
ム及びそ
の化合物

 六価クロ
ム化合物

 シアン
化合物

 水銀及び
その化合

物

セレン及
びその化

合物

 鉛及びそ
の化合物

 砒素及び
その化合

物

 ふっ素及
びその化

合物

 ほう素及
びその化

合物

ポリ塩化
ビフェニ

ル

A1-9 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 0.16 0.01 不検出

A2-3 不検出 0.04

B1-1 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 0.24 0.03 不検出

B1-4 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 0.34 0.02 不検出

B1-7 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 0.24 0.01 不検出

B1-8 不検出 0.04

B2-1 不検出 0.03

B2-2 不検出 0.04

B2-4 不検出 0.02

B2-5 不検出 0.04

A2(3) 不検出 0.60 不検出 不検出 不検出 不検出 0.30 不検出

B1(2,5,8,9) 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 0.20 不検出

B1(2,5,9) 不検出 0.02

Ｂ2(1,2,3,4,5) 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 0.23 不検出

Ｂ2(3) 不検出 0.02

土壌溶出量基準 0.003 0.05
検出されな

いこと 0.0005 0.01 0.01 0.01 0.8 1
検出されな

いこと

定量下限値 0.0003 0.005 0.1 0.0003 0.001 0.001 0.001 0.08 0.01 0.0005

（単位：mg/L)

注 2) 土壌溶出量基準の「検出されないこと」は定量下限値を下回ることである。

第二種

注 1) 表中の不検出は定量下限値未満を示す。

：基準に不適合
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表３－３ 第二種特定有害物質の土壌含有量調査結果

　　分析項目

試料名

 カドミウ
ム及びそ
の化合物

 六価クロ
ム化合物

 シアン
化合物

 水銀及び
その化合

物

セレン及
びその化

合物

 鉛及びそ
の化合物

 砒素及び
その化合

物

 ふっ素及
びその化

合物

 ほう素及
びその化

合物

A1-9 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 17 不検出 120 不検出

A2-3 39 不検出

B1-1 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 41 不検出 79 不検出

B1-4 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 19 不検出 82 不検出

B1-7 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 23 不検出 110 不検出

B1-8 23 不検出

B2-1 35 不検出

B2-2 不検出 不検出

B2-4 25 不検出

B2-5 24 不検出

A2(3) 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 90

B1(2,5,8,9) 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 83

B1(2,5,9) 27 不検出

Ｂ2(1,2,3,4,5) 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 98

Ｂ2(3) 22 不検出

土壌含有量基準 45 250 50 15 150 150 150 4000 4000

定量下限値 4.5 25 5 1.5 15 15 15 50 50

（単位：mg/kg）

注 1) 表中の不検出は定量下限値未満を示す。
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土壌汚染詳細調査結果報告書

対象とする土地の土壌汚染詳細調査結果は下記の通りでした。 

１． 調査概要 

１．１ 調査対象地

土壌汚染状況調査（試料採取等調査）結果報告書のとおり 

１．２ 調査体制 

【調査実施機関】 

アジア航測株式会社 環境・エネルギー技術部 再生可能エネルギープロジェクト課

土壌汚染対策法指定調査機関 ２００３－３－２０８９

調査実施者 松本 直樹（技術管理者 第００００３６４号） 

〒２１５－０００４ 神奈川県川崎市麻生区万福寺１－２－２ 

ＴＥＬ ０４４－９６７－６２６０ ＦＡＸ ０４４－９６５－００４０ 

【分析機関】 

株式会社ユーベック 

土壌汚染対策法指定調査機関 ２００４－３－２００９ 

計量証明事業登録（濃度） 千葉県 第５８２号 

〒２１５－０００４ 千葉県木更津市久津間６１３ 

ＴＥＬ ０４３８－４１－７８７８ ＦＡＸ ０４３８－４１－７８７６ 

１．３ 調査期間 

【現地試料採取】 

土壌・地下水採取：令和４年１１月１４日 

【室内分析期間】 

令和４年１１月１７日 ～ 令和４年１２月１日 

１．４ 準拠法令等

土壌汚染状況調査（試料採取等調査）結果報告書のとおり 
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２． 調査方法 

２．１ 調査対象

土壌汚染状況調査（試料採取等調査）結果に基づき、深度方向調査及び地下水調査

（代表地点）を実施（図３－１参照）。 

２．２ 調査地点図 

調査地点は土壌汚染状況調査（試料採取等調査）において基準不適合が確認された単

位区画（A2-3）の調査地点近傍とした。 

３． 調査結果（土壌・地下水汚染の状況） 

３．１ 土壌汚染の状況

土壌溶出量基準不適合区画（Ａ２－３）を対象とした深度方向調査の結果、調査対象

物質（六価クロム化合物）の基準不適合深さは０．６ｍとなった。なお、第二溶出量基

準（六価クロム化合物：１．５ｍｇ／Ｌ以下）を超える濃度は認められなかった。

３．２ 地下水汚染の状況

土壌溶出量基準不適合区画（Ａ２－３）を対象とした地下水調査（代表地点）の結

果、調査対象物質（六価クロム化合物）は地下水基準に適合していた。

調査対象地における土壌・地下水汚染状況平面図を図３－１に示す。
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図３－１ 土壌・地下水汚染状況平面図

概ねの地下水流向

（単位：mg/L)

分析項目 六価クロム化合物

　　　調査地点

深度(m)
A2-3

表層(既往調査) 0.60

0.6 不検出

1.0 不検出

2.0 不検出

3.0 不検出

4.0 不検出

5.0 不検出

地下水 不検出

土壌溶出量基準
または

地下水基準

0.05

定量下限値 0.005

注 1) 表中の不検出は定量下限値未満を示す。

：基準に不適合
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汚染の除去等の措置計画と実施の相違点一 覧

戸 計画内容 実施内容
変更の

変更理由有無

対策面積 25.35 n{ 対策面積 25.35 nt 

対策範囲 無

I 

掘削土量 15.21 rri' 掘削土黛 11.29 m
' 

' 

汚染土星 有 既存構造物の存在による控除が登
生した為

対策方法 全量掘削除去 全量掘削除去 無講入土により埋め戻し） ぼ入土により埋め戻し）

完了確認 掘削出来形 掘削出来形 無
管理票 管理粟

i 東京都大田区城南島三丁目 2番8号 東京都大田区城南島三丁目 2番8号

汚染土
搬出先

S.P.E.C. 株式会社エコレ城南島 S.P.E.C株式会社エコレ城南島

202a年4月 10 日 202: 狂F--1月 19 日

工事工期 から から 有
始期． 段取りの為 、 著エ遅延．． 
終期：工程が頗調；こ進捗した為

2023年5月 31 日 2023年5月 10 日

I 

・建屋内作業による飛散防止 ・建屋内作業による飛散防止

・タイヤ等の清掃 ・タイヤ等の清掃

環境保全対舘 ・運搬車両(/)荷台シー ト養生 ・運搬車両/JJ荷台シー ト養生 有

・低騒音・低振勲誼工機械の使用 ・低騒音・低振動施工機械の使用

・湧水・雨水の処瑳 ・湧水・雨水の発生なし 湧水・雨水(})発牛がなかった為
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